様式４

企画提案書


	識別記号
（県で記載）
	
	
社




· 事業名
秋田県LED照明設備切替促進等に伴うＪ－クレジット利活用促進事業

· 添付書類
・別紙１	事業の実施体制
・別紙２	事業の実績
・別紙３	事業実施スケジュール
・別紙４	広告宣伝について
・別紙５	入会手続き等のフォローについて
・別紙６	問合せ対応について
・別紙７	リスク管理について
・別紙８	県が別に実施する脱炭素支援施策への協力について
・収支見込等（任意様式）
・追加提案事業、クレジット認証及び販売実績について（任意様式）

· 事業概要について
	（Ｊ－クレジット利活用促進事業の実施方法、本事業におけるプログラム型プロジェクト(LED)の入会者数及びJ-クレジット認証量の見込みとその根拠となる背景や仕掛け等、事業の概要（全体像）について記載すること。）
 


注１：記入欄が足りない場合は、本様式に準じて作成・追加すること。 
注２：本様式以外に補足説明のための資料添付は可とする。
別紙１
事業の実施体制

⑴　事業の実施体制
	役割
	氏名
 (所属部署・役職)
	予定従事者数
	経験・資格・能力 等
	業務内容 

	統括責任者

	
	
	
	

	プロジェクトリーダー
	
	
	
	

	広報・入会促進業務責任者

	
	
	
	

	相談対応業務
責任者
	
	
	
	

	入会窓口フォロー業務責任者

	
	
	
	

	サポート体制

	
	
	
	

	

	
	
	
	


注１：所属部署・役職については、共同事業体の場合は、法人名を記載すること。
注２：所属部署、役職については、再委託を行う場合は、再委託先の法人名、所属部署等を記載する こと。
注３：予定従事者数については、再委託を行う場合は、再委託先の法人名を記載すること。
注４：サポート体制については、主体的に事業を行う実施体制以外に、事業をサポートできる体制が 整っている場合には、その内容を記載すること。
注５：記入欄が足りない場合は、本様式に準じて作成・追加すること。
注６：本様式以外に補足説明のための資料添付は可とする。

⑵　県との連絡体制
　　連絡体制図及び連絡先を記載すること。 
	



注５：記入欄が足りない場合は、本様式に準じて作成・追加すること。
注６：本様式以外に補足説明のための資料添付は可とする。
別紙２
事業の実績

⑴　事業の実績
	№
	法人名
	実施時期
	実施場所
	内容
	成果

	1
	
	
	
	
	

	2
	
	
	
	
	

	3
	
	
	
	
	

	4
	
	
	
	
	

	5
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	


注１：他自治体と連携して運営しているプログラム型プロジェクト（EN-S-006）又はその他方法論（ただし、AG及びFOの方法論は除く。）による類似案件について実績を記載すること。
注２：事業の成果を証するものがある場合は可能な範囲で資料添付すること。
注３：記入欄が足りない場合は、本様式に準じて作成・追加すること。


⑵　実績を踏まえた優位性
　　実績を踏まえた自社の優位性等がある場合には具体的に記載すること。
	


注１：記入欄が足りない場合は、本様式に準じて作成・追加すること。
注２：本様式以外に補足説明のための資料添付は可とする。

別紙３
事業実施スケジュール

	
	令和8年
	令和9年

	項目
	5月
	6月
	7月
	8月
	9月
	10月
	11月
	12月
	1月
	2月
	3月

	入会希望者の募集
（広報宣伝、ウェブサイト構築等を含む）
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	

	入会手続き・入会窓口へのフォロー
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	

	クレジット認証・発行手続き
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	

	クレジットの販売
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	

	クレジット販売益の寄付
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	

	県などが実施する関連事業への広報協力
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	


注１：線表等を用いて、事業の開始から、完了までの事業実施スケジュールを具体的に記入すること。
注２：仕様書に記載された業務は漏れなく記載すること。
注３：記入欄が足りない場合は、本様式に準じて作成・追加すること。
注４：本様式以外に補足説明のための資料添付は可とする。
注５：令和９年度以降のスケジュールも本様式に準じて作成すること。

別紙４

広告宣伝について

　県が行う広告宣伝とは別に、提案者が行う効果的な広告宣伝について、使用する媒体、実施方法、実施 頻度等、具体的な提案を行うこと。
	



注１：記入欄が足りない場合は、本様式に準じて作成・追加すること。
注２：本様式以外に補足説明のための資料添付は可とする。 

別紙５
入会手続き等のフォローについて

　入会手続きやモニタリングの実施等に際した入会者へのフォロー手法について、実施方法、実施頻度等、具体的な提案をすること。
	



注１：記入欄が足りない場合は、本様式に準じて作成・追加すること。
注２：本様式以外に補足説明のための資料添付は可とする。 

別紙６
問合せ対応について

　本事業に関する問合せや苦情への対応について、実施体制（コールセンターの設置等）、問合せ方法（電話、インターネット、メール、ＳＮＳ等）、対応期間等、具体的な提案を行うこと。
	


注１：記入欄が足りない場合は、本様式に準じて作成・追加すること。 
注２：本様式以外に補足説明のための資料添付は可とする。 

別紙７

リスク管理について

　本事業を実施するに当たって想定されるリスクやその予防策、対応策について、具体的な提案を行うこと。

（想定されるリスクの例）
· 県が脱炭素支援施策を実施する際に、財政的な理由から、環境価値の権利の放棄を認めない国の補助金等を財源として実施することになり、県の脱炭素支援施策から誘導できる入会希望者数が想定よりも減少する可能性がある
· 本事業での入会者数を想定して、Ｊ－クレジット販売益から得る手数料を算定するが、退会者が多い場合には、見込んでいた利益を得ることができない等
	


注１：記入欄が足りない場合は、本様式に準じて作成・追加すること。
注２：本様式以外に補足説明のための資料添付は可とする

別紙８

県が別に実施する脱炭素支援施策への協力について

　本事業を実施するに当たって、県が別に実施する脱炭素支援施策（LED照明設備切替促進事業等）の周知協力やＪ－クレジット制度に関する説明会等への講師派遣のほか、県と連携して脱炭素支援施策に取り組む民間事業者への必要な情報提供など、連携プログラムの入会促進に向けた県及び関係者との協力体制について、具体的な提案を行うこと。
	


注１：記入欄が足りない場合は、本様式に準じて作成・追加すること。
注２：本様式以外に補足説明のための資料添付は可とする

